
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

横浜港は市内経済に深く関わっており、輸出入貨物に関わる物流はもとより、港の景観やイメージ

を生かしたホテルや商業施設、立地を生かした製造業、また、入港船舶等を含めた経済波及効果をも

たらし、約376万人の市民が暮らす「国際港都横浜」にとって欠かせないものとなっています。 

これらの経済効果を定量的に検証するため、2021 年公表の横浜市産業連関表とともに、横浜市港

湾統計のデータやヒアリング等により推計しました。 
 

１ 横浜港の経済波及効果 

横浜港の有する機能には物流機能、生産機能や観光文化機能がありますが、これらの産業の経済 

活動は、市内の所得の32.1％、市内の雇用者の30.8％と関わっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２ 船舶（コンテナ船・自動車運搬船・クルーズ船）１隻あたりの経済波及効果（抜粋）  
 

 コンテナ船 自動車運搬船 クルーズ船 

モデル船舶の大きさ 
積載量・ｸﾙｰｽﾞﾌﾟﾗﾝ 

150,000総トン 
13,900TEU 

60,000総トン 
6,500台 

110,000総トン 
アジアクルーズ 

経済波及効果 約３億4,200万円 約１億400万円 約１億7,500万円 

    TEU：Twenty-foot Equivalent Unit（コンテナの数量を20フィート・コンテナに換算する場合の単位） 
 

 
※詳細は、パンフレットまたは市Webページをご覧ください 

  http://www.city.yokohama.lg.jp/kanko-bunka/minato/taikan/manabu/chiikikeizai.html 
 

お問合せ先 

港湾局政策調整課長  洞澤 実   Tel 045-671-2877 

 

 

令 和 ４ 年 ５ 月 1 0 日 
港 湾 局 政 策 調 整 課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

横浜港の市内経済波及効果 「約３割」 
〜⼤型コンテナ船の寄港による経済波及効果は約 3 億 4,200 万円〜 





（⼀般社団法⼈⽇本船主協会）
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